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○ 令和２年度の主な注意点 
  ※文章中の「要綱」は，京都市すまいの創エネ・省エネ応援事業助成金交付要綱のことです。 

（１）助成の要件等 

令和元年度から，助成対象設備，助成金額及び必要書類等の制度変更はありません。また，蓄電シス

テムへの助成は，太陽光発電システムと同時設置・同時申請の場合のみとなります。 

対象設備は，請負・売買契約締結日が令和２年４月１日（水）以降であるものに限ります。 

（２）交付申請書の受付期間（要綱第７条第 1 項） 

交付申請書の受付期間は，受付開始日の令和２年４月１０日（金）から予算額に達した時点までで

す。工事契約後，速やかに申請窓口である京安心すまいセンターに，添付書類とともに提出してくださ

い。 

（３）事前申請制（要綱第９条） 

令和２年度も事前申請制を継続します。交付申請書の提出期限は，助成対象設備の設置日の前日ま

でとします。 

（４）設置日の定義（要綱第３条第７号） 

設置日とは，実績報告書に添付する，請負者等から発行される保証書等に記載される日付です。 

①保証書の保証開始日，②引渡証明書の引渡日，③工事完了証明書の完了日，④電力受給開始日の

いずれかが設置日となります。 

（５）実績報告書の提出期限（要綱第１５条第２項） 

実績報告書の提出期限は，助成対象設備の設置日の翌日から起算して６０日を経過した日まで，又

は令和３年３月１５日（月）のいずれか早い期日までです。工事完了後は速やかに提出していただくと

ともに，提出期限を過ぎた場合，助成金は受け取れませんので御注意ください。 

（６）予算執行状況の情報提供 

 助成金の予算残額を定期的にホームページに掲載しますので，助成対象設備の購入又は販売の際は，

助成金の有無の目安としてください。また，太陽光発電システムと蓄電システムの同時設置に係る別途

定める予算についても掲載しています。 

（参考） Ｐ.３４ よくある質問ＱＡ４ 「別途定める予算」とは何ですか。 

ホームページ（ 京 都 市 す ま い の 創 エ ネ ・ 省 エ ネ 応 援 事 業 ～ 住 宅 用 太 陽 光 発 電 シ ス テ ム 等 の 助 成 金 に つ い て ～ ） 

アドレス（https://www.city.kyoto.lg.jp/kankyo/page/0000164308.html） 

 別途定める予算の受付期間 

令和２年４月１０日から，令和２年１２月２８日または予算額に達するまで 

 

 

  

 

 

 

https://www.city.kyoto.lg.jp/kankyo/page/0000164308.html
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対象設備の契約後は， 

すぐに交付申請を 

行ってください。 

※提出書類に不備があった場合は， 

その訂正完了から約１箇月です。 

○ 助成金交付までの流れ（一般的な例） 
 

 

  

（２）交付申請書の提出 

令和２年４月１０日（金）から

予算額に達するまで 

（１）助成対象設備の契約 

令和２年４月１日（水）以降 

 

（３）交付決定通知書の受取 

交付申請書の確認後，約 1 箇月

で通知書をお送りします 
 

（４）設備の設置 

実績報告前に，「P.1 設置日の

定義」をご一読ください 

 

（５）変更承認申請 

助成金額に変更が生じた場合，

「変更承認申請」が必要です 

変更承認通知書の受取 

変更承認申請書の確認後,約１箇

月で通知書をお送りします 

 
（６）実績報告書の提出 

・設置日の翌日から６０日以内 

・令和３年３月１５日（月） 

のいずれか早い日まで 

 

 

（７）交付額決定通知書の受取 

実績報告書の確認後，約２箇月で

①通知書，②請求書，③請求書

（別紙）「助成金の振込先」，④ア

ンケートをお送りします 

 
 

（８）助成金の請求 

 原則，交付額決定通知書の到着

から１４日以内に請求書，請求書

（別紙）「助成金の振込先」，アン

ケートを返送してください。請求

書は必ず，申請者本人が確認して

ください 

（９）助成金の振込 

返送から約１箇月で，ご指定の 

口座に助成金をお振込みします 
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１ 助成対象・要件（申請者，設備，設置場所のそれぞれに要件があります） 

 

⑴ 交付対象者 

・ 所有又は居住している戸建住宅（兼用住宅を含む）に対象設備を設置する個人 

・ 対象設備付住宅を購入する個人 

・ 所有又は居住している賃貸共同住宅に対象設備を設置する個人 

・ 所有している分譲共同住宅に対象設備を設置する個人 

・ 分譲共同住宅に対象設備を設置する管理組合 

・ 集会所に対象設備を設置する自治会等 

注意！ 

・ 助成金の交付対象者は市税を滞納していない者であること。 

重要！ 

※「申請者以外の名義の口座に助成金を振り込むことはできません！！」 

 

 

 

⑵ 交付対象設備 

・ 助成対象設備に関する契約の締結日が「令和２年４月１日（水）」以降であり，かつ，

実績報告書の提出が「令和３年３月１５日（月）」までにできること。 

・ 設置する対象設備は新品であること（中古品，移転品，リース品，経費無しで設置

できるいわゆる「初期費用ゼロ円設備」は対象外）。 

・ 対象設備を屋外に設置する場合，必要に応じて事前に景観手続を行っていること。 

・ その他法令を順守していること。 

 

⑶ 対象設備の設置場所（助成対象となる設置場所） 

・ 設置場所は，京都市の区域内で申請者が所有又は居住している建物であること。 

・ （賃貸等）建物を所有しておらず居住のみの場合，所有者の承諾を得ていること。 

・ 対象設備ごとの設置場所及び使用場所は，以下のとおりです。 

対象設備 設置場所 使用場所 

太陽光発電システム 太陽光パネル設置場所 系統連系場所 

蓄電システム 
蓄電システム・ 

太陽光パネル設置場所 
系統連系場所 

ＨＥＭＳ 
情報収集装置・ 

情報測定装置設置場所 
電気利用場所 

太陽熱利用システム 集熱器設置場所・貯湯槽 熱利用場所 

 
 

 

 

申請者＝契約者＝⽀払者（領収書宛名） 
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・ 敷地内に複数の建物がある場合，助成対象となる設備の設置場所及び使用場所は次

のとおりです。電気契約が同じ建物かどうかは，電力メーター，分電盤，引込みの電

線などで確認してください。 

 

◯助成対象 ×助成対象外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 敷地内建物全ての延べ面積の１／２以上を居住の用に供し，居住者が事務所や

店舗などの業務に使用する部分の床面積の合計が５０㎡以内であること。設備か

ら供給される電力の全てを非居住部分で使用する場合は，いかなる場合も助成対

象外とする。 

※２ 電気契約の記号はその契約を仮に表したものであり，別の記号は別の契約を表

すものとする。 

 

 

（例） 母屋（使用場所）と離れ（設置場所）など，居住部分で 2 棟以上ある場合 

                      

母屋（使用場所）と離れ（設置場所）の電気

の契約が別々である場合は，申請不可。 

 

 

母屋（使用場所）と離れ（設置場所）の電気

の契約が一本である場合は，申請可。 
 

敷地内建物 
母屋 

（居住部分） 

倉庫・離れ等 

（居住部分） 

事務所・店舗等※１ 

（非居住部分） 

電気契約※２ Ａ Ａ Ａ 

設置・使用場所 ◯ ◯ ◯ 

電気契約※２ Ａ Ａ Ｂ 

設置・使用場所 ◯ ◯ × 

電気契約※２ Ａ Ｂ Ｃ 

設置・使用場所 ◯ × × 

離れ 

太陽光パネ

ルを設置 

倉庫 

母屋 

太陽光で発電した 

電気を使用 
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⑷ 各対象設備の要件 

 

対象設備 要件 

太陽光発電 

システム 

⑴ 発電した電力を一部又は全て自家使用するもの。 

⑵ 助成対象設備を構成する太陽電池モジュールの公称最大出力値（単位は

ｋＷとし，１ｋＷ未満の端数があるときは，小数第３位以下を切り捨てる。

JIS 規格に規定されている太陽光電池モジュールの公称最大出力とする。

以下「システム最大出力値」という。）の合計が０．５ｋＷ以上であるも

の。ただし，京都市地球温暖化対策条例第４１条の規定による，特定建築

物における再生可能エネルギー利用設備の設置の場合，助成の対象となる

システム最大出力値は再生可能エネルギー利用設備の設置義務量を除いた

ものとする。 

蓄電システム ⑴ 常時，太陽光発電システムと接続し，同システムが発電する電力を充放

電できるもの。 

⑵ 蓄電池本体又は蓄電システムパッケージが，一般財団法人電気安全環境

研究所のS-JET認証もしくは部品登録認証を受けているもの又は国が平

成29年度以降に実施する補助事業における補助対象システムとして，一般

社団法人環境共創イニシアチブ（SII）に登録されているもの。 

⑶ 助成対象設備を構成する蓄電池の蓄電容量（単位はｋＷｈとし，１ｋＷ

ｈ未満の端数があるときは，小数第３位以下を切り捨てる。以下「蓄電容

量」という。）の合計が１ｋＷｈ以上であるもの。 

ＨＥＭＳ ＨＥＭＳ機器については，次の機能を全て有していること。 

⑴ エネルギーの使用状況の見える化  

ＨＥＭＳを設置した住宅において，住宅全体及びその居住者が使用する空

調，照明等の電力使用量を計測・蓄積し，電力使用量の「見える化」が実現

できること。  

⑵ 省エネに資する制御機能の搭載 

 一つ以上の機器に対して省エネに資する制御機能を有していること又は蓄

電システムのピークカット/ピークシフト制御を実行できること。 

⑶ ＥＣＨＯＮＥＴ Ｌｉｔｅ規格又はこれに準じる機能を有する標準イン

ターフェイスの搭載 

太陽熱利用 

システム 

⑴ 一般財団法人ベターリビングの優良住宅部品（BL部品）認定を受けたも

の。 

⑵ 京都市地球温暖化対策条例第４１条の規定による，特定建築物における

再生可能エネルギー利用設備の設置の場合，再生可能エネルギー利用設備

の設置義務量を超えるもの。 
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２ 助成金額 
助成対象設備，助成金額 

対象者 助成対象設備 
同時設置する設備・ 

他の補助事業の利用※１ 
助成金額 

戸建住宅の個人 

 

賃貸共同住宅の個人所有者・

個人居住者 

（個人居住部分での使用の場合） 

 

分譲共同住宅の区分所有者 

太陽光発電システム 

（全量売電は対象外） 

なし ２万円／kW 

省エネ※２・耐震改修※３ 

次世代住宅ポイント※４ 
４万円／kW 

太陽熱利用システム ４万円／kW 

蓄電システム 
４万円／kW 

４ kW ま で 1 万 円 ／ kW 加 算 ※ ５ 

エネファーム ４万円／件加算 

蓄電システム 

(太陽光発電システムと同

時設置，同時申請のみ対象) 

太陽光発電システム 
３万円／kWh※５ 

（上限：６kWh） 

ＨＥＭＳ 

（家庭用ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ） 
なし ２万円 

太陽熱利用 

システム 

自然 

循環型 

なし ５万円 

省エネ・耐震改修 

次世代住宅ポイント 
１０万円 

太陽光発電システム １５万円 

強制 

循環型 

なし １０万円 

省エネ・耐震改修 

次世代住宅ポイント 
２０万円 

太陽光発電システム ３０万円 

賃貸共同住宅の個人所有者 

（共有部分での使用の場合） 

分譲共同住宅の管理組合 

集会所の自治会等 

太陽光発電システム 

（全量売電は対象外） 
なし ４万円／kW 

蓄電システム なし ７．５万円／kWh 

※１ 同時設置すること（各設備を設置し，同時に申請すること。）により，要件を満たす。 

   他の補助事業は，令和２年４月１日から令和３年３月３１日までに交付額の決定を受けるものなど。 

※２ 既存住宅の省エネリフォーム支援事業において，補助対象費用２５万円（税抜）以上の工事を同時に実施する場合。 

※３ まちの匠の知恵を活かした京都型耐震・防火リフォーム支援事業において，補助対象費用２５万円（税抜）以上の

工事を同時に実施する場合。 

※４ 国の次世代住宅ポイント制度において，住宅のリフォームの補助対象費用２５万円（税抜）以上の工事を同時に実

施する場合。ただし，対象工事は断熱改修又は耐震改修に限る。 

※５ 別途定める予算と期間を超えない範囲までを対象とする。また，太陽光発電システムと蓄電システムの合計助成対

象経費の２分の１を超える場合，超える範囲については，減額する。 

上記の一覧表は要綱に記載された内容を分かりやすくまとめたものです。 

補助金額の算出に当たっては，ホームページの「助成金額計算表」をご利用ください。（次頁を参照） 

太陽光発電システムと蓄電システム，太陽光発電システムと太陽熱利用システムは，同時に申請することで，

助成金額の加算が適用となりますので，ご注意ください。 
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【京都市すまいの創エネ・省エネ応援事業助成金額計算表】

黄色の枠を埋めてください。

水色（点線）の枠は，自動計算です。

ＳＴＥＰ１．申請者に当てはまるものをどちらか１つ選んでください。

・戸建住宅の個人 ・賃貸共同住宅の個人所有者

・賃貸共同住宅の個人所有者・個人居住者 　（共有部分での使用の場合）

　（個人居住部分での使用の場合） ・分譲共同住宅の管理組合

・分譲共同住宅の区分所有者 ・集会所の自治会

ＳＴＥＰ２．当てはまるものがあれば，選んでください。

他の補助事業の利用 （すまいの創エネ・省エネ応援事業とは別の補助事業）

　 既存住宅省エネリフォーム（市）

　 耐震改修・耐震リフォーム（市）

　 次世代住宅エコポイント制度（国）

太陽光発電システムと蓄電システムの同時設置による加算が一部適用されない。
（交付申請の提出が２０２０年１２月２８日を超えている，又は，別途定める予算の範囲を超えている。）

ＳＴＥＰ３．設置する設備をすべて選択するとともに，条件を入力してください。

○ 太陽光発電システム

公称最大出力の合計 4.25 kW （0.5ｋＷ以上，小数点第３位は切り捨て）

4.25 kW × 40,000 円 ＝ 170,000 円

4.00 kW × 10,000 円 ＝ 40,000 円

合計 210,000 円

千円未満切り捨て

エネファーム同時設置 ○ 40,000 円

○ 蓄電システム

蓄電容量 6.40 kWh （1ｋＷｈ以上，小数点第３位は切り捨て）

6.00 kWh × 30,000 円 ＝ 180,000 円

千円未満切り捨て

○ ＨＥＭＳ 20,000 円

　 太陽熱利用システム

種類 - 円

ＳＴＥＰ４．申請書１／４の助成予定金額に次の金額を記入してください。

円450,000

○ 　

【助成金額計算例】（ホームページにて，EXCEL 計算表を公開しています） 

  下図は，戸建住宅の個人が，太陽光発電システム４．２５ｋW（エネファームを同時

設置），蓄電システム６．４０ｋＷｈ，ＨＥＭＳを申請する一例です。 

申請内容に応じて，計算表の黄色の箇所のみ入力してください。 

 

 

 
いずれか１つを選んでください。 

当てはまるものがあれば， 

選んでください。 

設置する設備を 

すべて選んでください。 

太陽光発電システムを選択し

た場合は，公称最大出力を入

力してください。 

蓄電システムを選択した場合

は，蓄電容量を入力してくださ

い。  

太陽熱利用システムを選択した

場合は，強制循環型か自然循

環型を選んでださい。  

交付申請書，変更承認申請

書，実績報告書の助成金額欄

には，ここに表示される金額を

記入してください。  

太陽光発電システムと同時に

エネファームを設置する場合

は，選んでください。 

申請前に京都市ＨＰをご覧いた

だき，「別途定める予算」の受

付が終了していないかを確認し

てください。 
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３ 景観手続（※必ず交付申請・工事着手前に確認してください） 

景観手続の要・不要については，原則として京都市都市景観部景観政策課（222-3474）

または風致保全課（222-3475）にお問い合わせください。 

（受付時間：午前 8 時 45 分～11 時 30 分，午後 1 時～3 時） 

参考 

計画地の景観規制等については，「京都市景観情報共有システム」で，確認が可能です。 

～京都市景観情報共有システムの利用の仕方～ 

①「京都市景観情報共有システム（https://keikan-gis.city.kyoto.lg.jp/keikan/）」にアクセス 

② 利用規約を確認し，内容に同意したうえで「同意する」をクリック 

③「本システムのご利用方法」を確認 

 町名等を入力し，検索したい場所を特定（検索では，町名までの特定が可能です。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

④「規制情報 景観保全」をクリックして，用途地域で色分けされた地図に切り替え， 

申請地をクリックしてピン  を立てます。 

 

 ⑤ 規制情報を確認して， 

印刷画面に移ります。 

 

（次ページへ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://keikan-gis.city.kyoto.lg.jp/keikan/
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 ⑥下の地図は，交付申請に必要な「付近見取図」として利用できます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 都市景観部のホームページ「太陽光パネルの景観規制の概要」

（ h t t p s : / / w w w . c i t y . k y o t o . l g . j p / t o k e i / p a g e / 0 0 0 0 1 6 0 1 1 3 . h t m l ） 

と照らし合わせて，景観手続の有無を確認してください。 

（参考） 

https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000160113.html
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４ 問い合わせ・申請窓口 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

＜問い合わせに関するお願い＞ 

・ 相談は，窓口と電話でお受けします。また，申請書等の確認で，電話で判断しかねる

場合については，申請書等を持参又は郵送していただく場合があります。 

原則，ＦＡＸやメールでの相談や確認は行っておりません。 

 

＜申請窓口に関するお願い＞ 

・ 申請書等は，「すまいの創エネ・省エネ応援事業」のホームページからダウンロードす

るか，窓口で入手してください。 

・ 申請書等が揃っていない場合は，原則，受付ができません。 

・ 提出前に，必ず申請書等のコピーを取り，手元に残してください。 

・ 申請書は，持参又は郵送（書留等）により提出してください。 

・ 持参される場合は，１６時３０分を過ぎると受付は行いません。 

・ 複数の申請を一度に行われる場合や窓口の混み具合により，書類のお預かりのみを行

い，仮受付とさせていただく場合があります。 

・ 申請受付後，書類の確認を行います。訂正がある場合のみ，担当者より後日連絡させ

ていただきますので訂正を行ってください。 

・ 郵送での訂正を希望される方は，差し替え書類を送付してください。なお，一度提出

された書類は返却できません。 

・ 手続代行者は，必ず連絡のつく営業日を申請書に記載してください。申請者から委任

を受けた手続代行者であっても，一週間以上連絡が取れない場合は，申請者本人に連絡

し，手続きを進めさせていただきます。 

 窓口   京（みやこ）安心すまいセンター 
 開館時間 ９時３０分～１７時 

（申請受付は９時３０分～１１時３０分， 
１３時～１６時３０分） 

休館日  水曜日，祝日， 
年末年始（12 月 29 日～1 月 3 日） 

 住所   〒６０４－８１８６ 
京都市中京区烏丸御池東南角 
アーバネックス御池ビル西館４階 

 電話   ０７５－７４４－１６３１    注）駐車場はありません。公共交通機関を御利用ください。 
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５ 添付図書チェックリスト 
  ⑴ 交付申請 

 添付図書 

共通 □ 交付申請書（第１号様式１／４，２／４，３／４，４／４） 

□ 助成金の額の計算根拠（助成金額計算表をご利用ください。） 

□ 工事請負契約書，売買契約書又は注文書・注文請書（写） 

※ 助成対象設備のそれぞれの対象経費（助成対象設備毎の工事費）が記

載されていない場合は，経費が分かる契約内訳書等も提出すること。 

※ 太陽光発電システムとエネファームを同時設置する場合はエネファ

ームに関する工事請負契約書等も提出すること。 

□ 住民票の写し（コピー可）（申請日から３箇月以内のもの） 

□ 付近見取図 

□ 住宅の玄関を含む全体写真 

（新築住宅の場合は建設予定敷地の写真） 

＜設備を設置する建物に居住しておらず，所有者として申請される方＞ 

□ 建物の所有を証明する登記事項証明書（コピー可） 

（申請日から３箇月以内のもの。ネット登記は不可。） 

 ※ 所有権保存登記が未完了の場合は，実績報告時に提出でも可 

＜申請者が管理組合や自治会等の場合＞ 

□ 管理組合又は自治会等の規約（写），管理組合又は自治会でシステム設

置が承諾されたことを示す書類（写）等 

ＨＥＭＳの場合 
□ 助成対象となった型番の「実績一覧表」，又は要件の機能を満たしてい

ることが分かる書類（文言で確認できる箇所に印をつけたカタログ等） 

太陽光・太陽熱

の場合 

＜特定建築物の場合＞ 

□ 再生可能エネルギー利用設備の設置を証する書類（写） 

    注）写真はカラー写真とします。 

 
  ⑵ 変更承認申請 

共通 □ 変更承認申請書（第６号様式） 

□ すまいの創エネ・省エネ応援事業助成金交付決定通知書（写） 

□ 助成金の額の計算根拠（助成金額計算表をご利用ください。） 

□ 変更・追加に係る工事請負契約書，売買契約書又は注文書・注文請書（写）  

このチェックリストの順番に添付

図書を揃えて，提出してください。 



12 
 

⑶ 実績報告 

共通 □ 実績報告書（第２号様式１／４，２／４，３／４，４／４） 

□ 助成金の額の計算根拠（助成金額計算表を御使用ください。） 

（交付申請時又は変更承認申請時と同じもので可） 

□ 領収書又は領収証明書（写） 

※ 領収書に「総額」しか記載されていない場合，それぞれの対象設備に対して，個

別の支払額が分かる“領収内訳書”を提出してください。 

□ 設備設置後の住宅の玄関を含む全体写真 

＜（新築等で）交付申請時に居住も所有もされていなかった場合＞ 

・居住者として実績報告をされる方 

□ 住民票の写し（コピー可）（申請日から３箇月以内のもの） 

 ・居住しておらず，所有者として実績報告をされる方 

  □ 建物の所有を証明する登記事項証明書（コピー可）（申請日から３箇月以内の

もの，ネット登記は不可）。 

太陽光発電 

システム 

□ 太陽光パネルの写真（全枚数確認できること。複数の写真可） 

□ パワコンの写真 

□ 屋根伏図（屋根を真上から見た図面に限ります。） 

□ 保証書，引渡証明書，工事完了証明書，電力受給契約のお知らせのいずれか（写） 

＜既存住宅の省エネリフォーム又は京都型耐震・防火リフォームと同時実施する場合＞ 

□ 補助金交付額決定通知書等（写） 

＜国の次世代住宅ポイント制度でポイント発行を受ける場合＞ 

□ 断熱改修又は耐震改修のポイントの発行を受けていることを証する書類（写）又は

これに準じる書類（写） 

＜エネファームを同時設置する場合＞ 

□ エネファームの領収書又は領収証明書（写） 

□ エネファームの保証書，引渡証明書，工事完了証明書のいずれか（写） 

□ 燃料電池ユニットの写真又はエネファームの国の補助金の額の確定通知書（写） 

蓄電 

システム 

□ 蓄電池の写真 

□ ＤＣ／ＤＣコンバータの写真（該当する場合のみ） 

□ 保証書，引渡証明書，工事完了証明書のいずれか（写） 

ＨＥＭＳ □ 情報収集装置の写真 

□ 情報計測装置の写真 

□ モニターの稼働中の写真（スマホやパソコンがモニターとなるもの，情報収集装

置と一体型の場合は省略可） 

□ 保証書，引渡証明書，工事完了証明書のいずれか（写） 

太陽熱利用 

システム 

□ 集熱器の写真 

□ 蓄熱槽の写真 

□ 保証書，引渡証明書，工事完了証明書のいずれか（写） 

＜既存住宅の省エネリフォーム又は京都型耐震・防火リフォームと同時実施する場合＞ 

□ 補助金交付額決定通知書等（写） 

＜国の次世代住宅ポイント制度でポイント発行を受ける場合＞ 

□ 断熱改修又は耐震改修のポイントの発行を受けていることを証する書類（写）又は

これに準じる書類（写） 

   注）写真はカラー写真とします。 
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６ 交付申請書の記入例 
記入見本および注意点 

  見本は，太陽光発電システム（エネファーム同時設置），蓄電システム及び HEMS の申請の一例

です。申請内容に応じて，記入してください。 
・提出日又は投函日 

・訂正に使用できる個人印 

・スタンプ印使用不可 

・訂正に使用できる印 

・スタンプ印使用不可 

・担当者名を記入 

・支店名，部署名

も合わせて記入 

・工事請負契約者と同じであれば

チェックし，記入の省略可 

・助成金額計算表の金額を記入 

・連絡の取れる日時を記入 

・申請者の住民票住所を記入 

契約書に記載の請負者を記入 
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・専用住宅の場合は，

一番上のチェックのみ 

・居住しておらず，所有者として申請

をする場合は，建築物の所有を証

明する登記事項証明書が必要 

・手続代行者を定める

場合のみチェック 

・兼用住宅の場合は，

各床面積を記入 

・本手引き「３ 景観手続」を

ご一読ください。 
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・メーカーによる製品の

公称最大出力の合計 

・助成金額計算表の公

称最大出力と一致 

・メーカーによる製品の蓄電容量の合計 

・助成金額計算表の蓄電容量と一致 

・型番はＳ-ＪＥＴ認証又はＳＩＩ登録されているものを記入 

・設置に掛かる経費を記入 

 （助成金額ではありません！） 

パワーコンディショナーのメーカー名

と型番もご記入ください。 

・いずれにも該当しない国の補助金は，欄外に記入 

・ＺＥＨは，蓄電システム分のみの補助額を記入 
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【蓄電システムの概要記入時の注意事項】 

 「パッケージ型番」と「本体型番」をメーカーに伝えて，Ｓ-ＪＥＴもしくはＳＩＩに登録されている

ことをご確認下さい。 
S-JET：下記のホームページでパッケージもしくは蓄電池本体の型番を入力することで，登録されてい

るか確認ができます。（https://www.jet.or.jp/jetdb/s_jet/list_search.php） 

ＳＩＩ：下記のホームページでパッケージの型番を入力することで，登録されているか確認ができます。

（https://sii.or.jp/zeh/battery/search） 

なお，蓄電システムの「蓄電容量」は「初期実効容量」のことではありません。ご注意ください。 

・該当しない国の補助金は，欄外に記入 

・ＨＥＭＳ分のみの助成額を記入 

https://www.jet.or.jp/jetdb/s_jet/list_search.php
https://sii.or.jp/zeh/battery/search
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7 実績報告書の記入例 

記入見本および注意点 

   見本は，太陽光発電システム（エネファーム同時設置），蓄電システム及びＨＥＭＳの実績報告の

一例です。申請内容に応じて，記入してください。 

 

・軽微な変更点を記入 

（変更承認申請の要否につい

ては「よくある質問ＱＡ10 参照） 

・担当者名を記入 
・支店名，部署名

も合わせて記入 

・提出日又は投函日 

・変更承認申請を行い，変更承認

通知を受けた場合はチェックをして 

変更承認通知書の右上に記載さ

れた番号と年月日を記入 

・訂正に使用できる印 

・スタンプ印使用不可 

・訂正に使用できる個人印 

・スタンプ印使用不可 

（助成金額に変更がない，軽微な変更の例） 

・交付申請時は景観手続不要と申請していましたが， 

のちの確認で必要となりました。 

 

・交付申請時から太陽光発電システムの値引きを行ったため， 

助成対象経費を変更しています。○○円から△△円 

 

・エネファームの製品型番を変更しました。○○から△△ 

 

・連絡の取れる日時を記入 

・交付決定通知書に記載された 

「助成金交付予定額」を記入 

・交付決定通知書の右上に記載された番号と年月日を記入 
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・申請されたすべての設備にチェック 

・当てはまるもの全てにチェック（よく確認してください） 

  

・手続代行者を定める場合のみチェック 
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・いずれにも該当しない国の補助金は，欄外に記入 

・ＺＥＨは，蓄電システム分のみの補助額を記入 

・実績報告書の提出日が，「設置日から６０日以内」を満

たしているか，設置日の定義（P.1）をよくご確認ください。 

・設置に掛かる経費を記入 

 （助成金額ではありません！） 
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・該当しない国の補助金は，欄外に記入 

・ＨＥＭＳ分のみの助成額を記入 
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○太陽光発電システム「公称最大出力の合計」，「助成対象経費」の変更 

出力 （変更前）４．２５ｋＷ ⇒ （変更後）４．００ｋＷ 

助成対象経費 （変更前）1,190,000 円 ⇒ （変更後）1,120,000 円 

○蓄電システムの「蓄電容量」，「型式」の変更（助成対象経費変更無し） 

容量 （変更前）６．４０ｋＷｈ ⇒ （変更後）５．４０ｋＷｈ 

型式 （変更前）○○ ⇒ （変更後）△△ 

８ 変更承認申請書の記入例 
記入見本および注意点 

  見本は，太陽光発電システム，蓄電システムの変更承認申請の一例です。 

変更内容に応じて，記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・変更内容の詳細を記入 

設備ごとに「設備の型式」「設備の容量」「助成対象経費」を必ず記

載してください。別紙をご用意いただいても問題ありません。 

・提出日又は投函日 

・交付決定通知書の右上に記載された番号を記入 

・交付決定通知書の

右 上 に 記 載 さ れ た 

年月日を記入 

・交付決定通知書に記載された 

「助成金交付予定額」を記入 

・変更後の助成金額計算表の金額を記入 

・訂正に使用できる個人印 

・スタンプ印使用不可 

・担当者名を記入 

・訂正に使用できる印 

・スタンプ印使用不可 

・連絡の取れる日時を記入 
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注意 申請書等作成に当たっての基本的な注意点 

可 不可 

○印（朱肉をつけて押すタイプ） 
×スタンプ印（シャチハタ） 

○修正印  

 

×修正テープや修正液，二重線のみ，挿入カッコ 

  

○数字 

 

×数字で書き損じを修正したもの 

     

申請者の方の住所・氏名 

○住民票の記載と合わせてください。 

 例）京都市中京区柳馬場通二条上る六丁目 283 番 4 

住所 

×通り名の省略 など 

  例）京都市中京区六丁目 283 番 4 

○ボールペン，万年筆，油性ペン， 

 ＰＣ入力しプリントアウト 

×鉛筆 

×フリクションボールなどのこすると消えるペン 

 

９ 添付図書作成例 
 全ての添付図書のサイズは，Ａ４（又はＡ３で折り込む）に揃えてください。 

 

⑴ 「工事請負契約書」「売買契約書」「注文書・注文請書」「発注書・受注書」（写） 

総工事費しか記載されていないなど，個々の対象設備の助成対象経費が明記されてい

ない場合は，それぞれの経費が分かる契約内訳書等（P.27,28 参照）も添付してくださ

い。 

申請前に確認！ 

□ 契約日の記載がある。 

□ 契約内容が明確である（設置場所，工事予定日，契約金額等）。 

□ 契約者の氏名，住所が正確に記載してある。 

□ 収入印紙が貼付してあり，割印が押されている（二重線等は割印にはなりません）。 

□ それぞれの助成対象経費の記載がある。記載がない場合，契約内訳書等を添付する。 

□ 契約内訳書等は内訳の総額が契約書記載の総額と同じであること。 

□ 太陽光発電システムと同時にエネファームを設置する場合，エネファームの設置に関する契

約書等（写）も添付する。 

 

⑵ 住民票の写し（コピー可） 

申請前に確認！ 

□ 発行日が確認でき，取得後 3 箇月以内である。 

□ 生年月日，住所が省略されていない。 

□ 申請者本人のものである。 

□ マイナンバー，本籍は省略する。 
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⑶ 付近見取図 

（都市計画地図 1/2,500 と同等程度で，付近と住宅一軒ごとの状況が分かる地図） 

住宅地図又はウェブ上で公開されている，以下の地図をご利用ください。 

・景観保全区分等が確認できるページ（ページ下部の画像参照） 

（http://www5.city.kyoto.jp/tokeimap/） 

・京都市景観情報共有システム（本手引き「３ 景観手続」参照） 

（https://keikan-gis.city.kyoto.lg.jp/keikan/） 

注）航空写真は利用不可です。 

 

申請前に確認！ 

□ 申請地にしるし（赤色等で家屋の形状に囲われている）があり，明確である。 

□ 周辺の状況が分かり，これを見て設置家屋にたどり着くことができる。 

□ 新築の場合，他の家との相関関係（何件目等）が分かる（追加を手書きで記載するのも可）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

色が付いていないページを印刷。 
周りの分かる地図，神社や学校

など目印がわかると良い。 

新築の場合で，地図にない時は，道路

から何軒目など位置がわかるように

追記する。 

http://www5.city.kyoto.jp/tokeimap/
https://keikan-gis.city.kyoto.lg.jp/keikan/
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⑷ 提出が必要なカラー写真（台紙をご利用ください） 

 

ア 住宅全体写真（設置前と設置後，両方で必要です） 

申請前に確認！ 

□ 直接撮影した写真である。 

□ 玄関を含む全景写真で家の特定ができる。 

（特に屋根の写真が必要なわけではありません。全景で，家が特定できることが重要です。） 

□ 住宅が複数戸写っている場合は，矢印で家の特定ができる。 

 

○住宅全体写真（右図は適切な例） 

 

※次のような写真は不可となります。 

・玄関が写っておらず，全景が分からない写真。 

・２階部分と屋根面のみが写っている（１階部分が見えない）。 

・工事用の覆いや車両があって家が半分しか写っていないもの。 

  

 

イ 対象設備の写真（設置後） 

 対象設備ごとに必要な写真は以下のとおり。 

対象設備 必要な写真 

太陽光発電システム 太陽光パネル，パワコン 

蓄電システム 蓄電池，ＤＣ／ＤＣコンバータ 

ＨＥＭＳ※ 情報収集装置，情報測定装置，モニター 

太陽熱利用システム 集熱器，蓄熱槽 

※ ＨＥＭＳの写真について 

・ 情報収集装置：計測結果を集約し，記録に係るサーバ等 

・ 情報測定装置：電力使用量の計測に係る電力量センサー，タップ型電力量，計測機能付分電盤等 

・ モニター：収集した情報や操作用画面を表示する装置（稼働中の画面が写された写真） 

注）モニターが「パソコンやスマホとなるもの」，「情報収集装置と一体型」の場合，写真省略可 
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・パネルが設置された屋根を真上から 

見た図面になっている。 

・屋根伏図が併記されており，どの屋根面に設備が 

 設置されているかが一目でわかる。 

○太陽光パネルの写真（例）  複数枚にわかれる場合は目印があれば，分かりやすい。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次のような写真は不可となります。 

・ 全ての太陽光パネルが写っていない。 

注）写っていない太陽光パネルは，助成対象外となる場合があります。 

・ 暗くて枚数の確認ができないもの。 

・ 工事中の写真で，設置されたかどうか確認ができないもの。 

 

⑸ 屋根全体の屋根伏図（太陽光発電システム） 

 太陽光パネルを申請された方は，屋根伏図として「太陽光パネル設置後の，屋根を真

上から見た図面」を提出してください。 

 注）立面図や，屋根を分割して描かれた展開図のみの場合は不可とします。 

申請前に確認！ 

□ パネルの設置枚数，設置場所，配置等が同じである。 

□ 氏名，住所，型式等が記載されている場合は，申請書と同じである。 

□ 申請が増設の場合は，既設部分と増設部分が一目でわかる。 

 

○太陽光発電システムの屋根伏図（例） 

 

 

 

 

 

西から撮影 東から撮影 

① ② ③ 

① 
② 

③ 
④ 
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⑹ 領収書又は領収証明書（写） 

ローン，クレジットで購入し，領収書が発行されていない場合は，領収証明書を契約相

手に作成（Ｐ29 参照）してもらい，コピーを提出してください。 

申請前に確認！ 

□ 宛名が申請者名と同一であり，フルネームで記載されている。 

□ 領収日が記載されている。 

□ 領収者（請負者）の社印が押印されており，確認できる。 

□ 収入印紙が貼付してあり，割印が押されている（二重線等は割印にはなりません） 

（クレジット等の立替え払いで不要の場合を除く）。 

□ 対象設備の助成対象経費が，ただし書き等に明示されている。 

助成対象経費が明示されていない場合は，領収内訳書（Ｐ３0 参照）を作成し，原本を提出する。 

□ 太陽光発電システムと同時にエネファームを設置する場合，エネファームの設置に関する領収

書等（写）も添付する。 

 

⑺ 保証書，引渡証明書，工事完了証明書（写） 

 ・保証書：助成対象設備の保証期間等を示した書類 

 ・引渡証明書：助成対象設備を申請者に引き渡したことを証明する書類(P31 参照） 

 ・工事完了証明書：助成対象設備の設置工事が完了したことを証明する書類(P32 参照) 

申請前に確認！ 

□ 保証開始日（保証書），引渡日（引渡証明書），完了日（工事完了証明書）が明記されている。 

□ 申請者の氏名，住所が正確に記載してある。 

□ 助成対象設備名が記載されている。 

□ 新築住宅の場合，住宅全体の保証書，引渡証明書，工事完了証明書でも可。 
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数量 単位

1 式
1 式
1 式
1 式
1 式
1 式

数量 単位

1 式
1 式
1 式

御見積書

～見積書以下省略～

お見積り金額
￥1,551,000- 内消費税 ￥１４１，０００ー

京都市〇〇区〇〇町〇番地〇
社印TEL：０７５−〇〇〇ー〇〇〇〇

FAX：０７５−〇〇〇ー〇〇〇〇

株式会社 〇〇〇〇

¥250,000

50,000
100,000
100,000

250,000

令和〇年〇月〇日

〇〇 〇〇 様
〇〇邸 新築工事

京都市〇〇区〇〇町〇番地〇

下記のとおりお見積り申し上げます。

内訳明細書
名称 仕様・規格 単価 金額

230,000
240,000

260,0006      設計関連

内訳明細書
名称 仕様・規格 単価 金額

【合計】
【消費税】
【小計】

【〇〇工事】
1      躯体工事
2      外部工事
3      内部工事
4      設備工事
5      付帯工事

【小計】

210,000
220,000

¥1,551,000

¥1,410,000
¥141,000

5      付帯工事
 太陽光発電システム
   蓄電池システム
      HEMS

Ａ【合計】と同じ金額

A

B

B 付帯工事と同じ金額

『助成対象設備』のそれぞれの経費が分からない場合，
その内訳明細書を提出してください。

対象設備それぞれの経費が
分かるようになっている

（参考） 

「工事請負契約書」「売買契約書」「注文書・注文請書」「発注書・受注書」（写）について 

工事費の総額のみが記載されているなど，それぞれの助成対象経費が明確でない場合は，

対象経費が分かる見積書又は契約内訳書を提出する必要があります（Ｐ.２７，２８参照）。 

 

 参考 見積書作成例（任意様式） 

契約書に，それぞれの対象設備の
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    年  月  日 

 

 

 

 

 

京都市長 様 

（住所） 

（会社名） 

（代表者）         社印 

 

すまいの創エネ・省エネ応援事業の対象設備の 

設置に関する契約内訳書 

 

 次の顧客のすまいの創エネ・省エネ応援事業の対象設備の設置に関する金額は，下記のと

おりであることを証明します。 

 

１ 顧客 

氏名  

 

２ 内訳 

項目 金額 

太陽光発電システム（税抜） 金         円 

蓄電システム（税抜） 金         円 

○○○ 金         円 

  

その他経費（税抜） 金         円 

消費税 金         円 

合計（税込） 金         円 

契約書の契約金額と 

一致していること。 

支店・本店等の違い

により，契約書の印と

異なっていても可。 

参考 契約内訳書作成例 

（様式は，「すまいの創エネ・省エネ 

応援事業」ホームページ参照） 

申請書の助成対象経費と 

一致していること。 
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  年  月  日   

 

 

 

  

       様 

（住所） 

（会社名） 

（代表者）          社印 

 

すまいの創エネ・省エネ応援事業の対象設備 

設置に関する領収証明書 

 

 すまいの創エネ・省エネ応援事業の対象設備の設置に関し，下記内容で代金を受領いたしました。 

  

１ 受領金額 

費目 金額 受領日 

現金 金         円     年  月  日 

クレジット 金         円     年  月  日 

その他 

（        ） 

金         円     年  月  日 

 

２ 領収内訳 

項目 金額 

太陽光発電システム（税抜） 金         円 

蓄電システム（税抜） 金         円 

○○○ 金         円 

  

その他経費（税抜） 金         円 

消費税 金         円 

合計（税込） 金         円 

本書はクレジット返済金の受領を証するものではありません。 

  

参考 領収証明書作成例 

領収書が発行されないローン，クレジットの場合のみ必要です。 

様式は，「すまいの創エネ・省エネ応援事業」のホームページに

あります。 

申請者名

銀行振込等支払い

方法を記載。 

申請書の助成対象経費と 

一致していること。 
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  年  月  日   

 

 

 

 

京都市長 様 

 

（住所） 

（会社名） 

（代表者）          社印 

 

すまいの創エネ・省エネ応援事業の対象設備の 

設置に関する領収内訳書 

 

 次の顧客のすまいの創エネ・省エネ応援事業の対象設備の設置に関する領収金額は，    

年  月  日付け領収書（No.    ）に含まれておりますが，領収金額の詳細につい

ては，下記のとおりであることを証明します。 

 

１ 顧客 

氏名  

 

２ 領収内訳 

項目 金額 

太陽光発電システム（税抜） 金         円 

蓄電システム（税抜） 金         円 

○○○ 金         円 

  

その他経費（税抜） 金         円 

消費税 金         円 

合計（税込） 金         円 

  

領収書と同じ年月日，

番号を記載。 

支店・本店等の違い

により，領収書の印と

異なっていても可。 

領収書の合計金額と

一致すること。 

参考 領収内訳書作成例 

領収内訳書は，対象設備名がただし書き等に明示されていな

い場合のみ必要です。 

様式は，「すまいの創エネ・省エネ応援事業」のホームペー

ジにあります。 

申請書の助成対象経費と 

一致していること。 
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  年  月  日   

 

  

 

 

様 

 

（住所） 

（会社名） 

（代表者）          社印 

 

すまいの創エネ・省エネ応援事業の対象設備の引渡証明書 

 

 次のすまいの創エネ・省エネ応援事業の対象設備の設置を完了し，引き渡したことを証明

します。 

 

１ 設置場所 

住所  

 

２ 対象設備 

設備 仕様 引渡日 

太陽光発電システム ｴｺｿｰﾗｰ SA-100,SA-101,SA-102 4.25kW   年  月  日 

蓄電システム ｴｺｿｰﾗｰ BA1001 6.4kWh   年  月  日 

○○○   

   

   

 

  

参考 引渡証明書作成例 

 

様式は，「すまいの創エネ・省エネ応援事業」のホームペー

ジにあります。 

申請者名

メーカー名・型番等を記載してください。 
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  年  月  日   

 

 

 

 

 様 

 

（住所） 

（会社名） 

（代表者）          社印 

 

すまいの創エネ・省エネ応援事業の対象設備の工事完了証明書 

 

次のすまいの創エネ・省エネ応援事業の対象設備の設置工事を完了したことを証明します。 

 

１ 設置場所 

住所  

 

２ 対象設備 

設備 仕様 完了日 

太陽光発電システム ｴｺｿｰﾗ-SA-100,SA-101,SA-102 4.25kw   年  月  日 

蓄電システム ｴｺｿｰﾗｰ BA1001 6.4kwh   年  月  日 

○○○    年  月  日 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

参考 工事完了証明書作成例 

 

様式は，「すまいの創エネ・省エネ応援事業」のホームペー

ジにあります。 

申請者名

メーカー名・型番等を記載してください。 
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○ よくあるご質問 
過去にお問い合わせが多かった内容について，「京都市助成金交付までの流れ（一

般的な例）」に沿って記載しています。 

（１） 助成対象設備の契約 

Ｑ１：新築等の契約をした後に，助成対象設備の追加・変更契約をしました。 

（２）交付申請書の提出 

Ｑ２：事前申請ということを知りませんでした。 

Ｑ３：先着順など，申請の受付順序に優劣はありますか。 

Ｑ４：「別途定める予算」とは何ですか。 

Ｑ５：助成対象設備の要件 

 Ｑ５-①：10 年間の売電収入と引換えに，無償で太陽光パネルを設置する方式は

補助対象ですか。 

 Ｑ５-②：蓄電システムの要件はありますか。 

 Ｑ５-③：既設の太陽光発電設備に蓄電池を新設する場合は，助成対象ですか。 

 Ｑ５-④：HEMS の要件はありますか。 

Ｑ６：家の全景写真で，屋根の部分を撮影することができません。  

Ｑ７：設置場所に住んでいないのですが，交付申請時に住民票の提出は必要ですか。 

（３）交付決定通知書の受取 

Ｑ８：交付決定通知書の送付先は。 

（４）設備の設置 

Ｑ９：交付決定通知書が届く前に設備を設置してもよいですか。 

（５）変更承認申請の提出 

Ｑ１０：変更承認申請が必要な場合はどういった場合ですか。 

（６）実績報告書の提出 

Ｑ１１：実績報告書の提出が期限に間に合いません。 

Ｑ１２：領収書が発行されません。 

Ｑ１３：系統連系が開始されないと，実績報告書は提出できないのですか。 

Ｑ１４…京都市からの送付物を紛失しました。 
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（１） 助成対象設備の契約 
Ｑ１ 新築等の契約をした後に，助成対象設備の追加・変更契約をしました。 

Ａ１ 交付申請は可能ですが，令和２年４月１日以降に契約された部分のみが対象になります。 

令和２年 4 月１日以前の当初契約書（写）と，令和２年４月 1 日以降の変更(・追加)契約書（写）

の両方を提出していただき，当初契約に助成対象設備が含まれていないことをお示しください。 

 

（２） 交付申請書の提出 
Ｑ２ 事前申請ということを知りませんでした。 

Ａ２ 設置日の前日までに交付申請が必要であるため，設置後の申請はできません。 

設置日の定義（Ｐ１）をよく御確認ください。 

 

Ｑ３ 先着順など，申請の受付順序に優劣はありますか。 

Ａ３ 申請窓口に交付申請書が提出された順に受付を行い，予算額に達した時点で受付を終了します。

ただし，「交付申請書の受取」には「提出書類の添付書類がすべて揃っている」ことが必要です。

提出書類に不足がある場合は，窓口にお越しになった順番とは無関係に，適切な申請書を提出され

た方を優先し，助成金の交付を行うことになります。 

また，郵送による申請は，収受日の申請受付時間終了後に到着したものとします。同日であれば

窓口受付が優先されますので，特に予算満了が近い時期はご注意ください。 

 

Ｑ４「別途定める予算」とは何ですか。 

Ａ４ 別途定める予算とは，太陽光発電システムと蓄電システムを同時設置する場合に，太陽光発電

システムに 1 万円/kW（4kW まで）の加算及び蓄電システムに 3 万円/kWh（6kWh まで）の

助成を行うための予算のことで，要綱第 8 条第２項及び別表 2 に定めています。 

 

Q５－① 10 年間の売電収入と引換えに，無償で太陽光パネルを設置する方式は補助対象ですか。 

A５－① 経費無しで設置できる「初期費用ゼロ円設備」となるため対象外となります。 

 

Q５－② 蓄電システムの要件はありますか。 

A５－② 「パッケージ型番」と「本体型番」をメーカーに伝えて，Ｓ－ＪＥＴもしくはＳＩＩに登録

されていることをご確認ください。どちらかに登録されていれば対象設備の要件を満た

します。 

・Ｓ－ＪＥＴのホームページ（https://www.jet.or.jp/jetdb/s_jet/list_search.php） 

・ＳＩＩのホームページ（https://sii.or.jp/zeh/battery/search） 

で型番を検索し，確認が可能です。 

 

Q５－③ 既設の太陽光発電設備に蓄電池を新設する場合は，助成対象ですか。 

A５－③ 蓄電池のみの申請の場合，助成対象にはなりません。 

太陽光発電システム０．５ｋｗ以上と同時に申請をしていただく場合，助成対象となります。 

 

 

 

 

 

https://www.jet.or.jp/jetdb/s_jet/list_search.php
https://sii.or.jp/zeh/battery/search
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Ｑ５－④ HEMS の要件はありますか。 

A５－④ 今年度からすまいの創エネ・省エネ応援事業のホームページにて，助成対象となった型番の

「実績一覧表」を公開します。その表に含まれている型番については，実績一覧表の提出のみで，

要件を満たしているものとします。ただし,一覧表に記載がない型番は，手引き（P.5）ＨＥＭＳ

の要件の機能を満たしているか（文言で確認できるか）を確認し，カタログ等を提出してくださ

い。 

 

Q６ 家の全景写真で，屋根の部分を撮影することができません。 
A６ 家の全景写真の撮影において，屋根が写ることは必須ではありません。玄関を含む全景写真で，

家の特定ができる写真の提出が必要です。 

 

Q７ 設置場所に住んでいないのですが，交付申請時に住民票の提出は必要ですか。 
A７ 交付申請時には，必ず現在の住民票の写し（コピー可）の提出が必要です。 

（申請日から３箇月以内のもの） 

  

（３） 交付決定通知書の受取 
Ｑ８ 交付決定通知書の送付先は。 

Ａ８ 交付申請書の確認完了から約１箇月後，申請者の現住所へ宛て，「京都市 環境政策局 地球温

暖化対策室」から封筒に入れてお送りします。なお，仮住まい又は所有のみの場合で,郵送先を変

更される場合に限り，交付申請書に「交付決定通知書の郵送先」を記入する欄がありますので，現

住所以外の郵送先住所を記入してください。 

 

（４） 設備の設置 
Ｑ９ 交付決定通知書が届く前に設備を設置してもよいですか。 

Ａ９ 交付決定通知書を待たず設備の設置をしていただいても問題はありません。ただし，助成金の

交付が確定していない状態で設置することとなります。審査の結果により，助成金が交付されない

可能性があることを踏まえて，設置をしてください。 

 

（５） 変更承認申請の提出 
Q1０ 変更承認申請が必要な場合はどういった場合ですか。 

 Ａ１０ 助成金額が変わる変更を行う場合に，変更承認申請が必要です。それ以外の変更は，実績報

告書の「交付申請時からの変更点等」欄に変更内容を記載してください。下表以外の具体的な

事例について不明な点があれば，窓口に直接ご連絡ください。 

 

 変更承認申請が必要 

 

変更承認申請が不要 

（実績報告書 1/4 への記載で可） 

基準 助成金額に変更が生じる場合 助成金額に変更が生じない場合 

 

 

主な例 

・太陽光発電システムの出力値や， 

蓄電システムの蓄電容量を変更した。 

・交付申請した対象設備の設置を， 

一部中止した。 

・型番を変更したために，要件を満たさなく

なり，助成対象から外れた。 

・手続代行者を変更した。 

・契約会社が会社名や代表者名を変更した。 

・契約内容や契約金額の変更を行ったが， 

助成金額に変更が生じない。 

・型番を変更したが，要件を満たしており, 

かつ助成金額に変更が生じない。 
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（注） 申請者及び設置場所を変更する場合，並びに契約請負会社を変更する場合は，変更

承認申請では対応できません。廃止承認申請書で当初申請を取り下げ，改めて新規の

交付申請を行ってください。 

 

（６） 実績報告書の提出 
Ｑ１１ 実績報告書の提出が期限に間に合いません。 

Ａ１１ 助成金は受け取れません。ただし，設置日の定義（Ｐ1）をよくご一読いただき，本当に６０

日を超えているのかをご確認ください。複数の助成対象設備を同時に申請し，設置日がそれぞれ異

なる場合は，最も遅い助成対象設備の設置日の翌日からの起算となります。 

そのほか，期限を超えた場合以外にも，申請内容に虚偽があることが判明した場合は，助成金を

受け取ることができません。 

 

Q１２ 領収書が発行できません。 

Ａ１２ 領収書が発行されないローン，クレジットで支払った場合は，契約相手に領収証明書（手引き

Ｐ29）の作成を求め，コピーを提出してください。 

 

Ｑ１３ 系統連系が開始されないと，実績報告は提出できないのですか。 

Ａ１３ 系統連系が開始できていなくても問題はありません。 

     手引き（Ｐ12）をよくご一読いただき，実績報告に必要な書類を提出してください。 

 

Ｑ１４ 京都市からの送付物を紛失しました。 

Ａ１４ 交付決定通知書，交付額決定通知書の再発行は一切できません。ただし，変更承認申請書や実

績報告書の提出に必要な「京都市指令環地第〇〇号」の番号を個別にお伝えすることは可能です

ので，窓口にご連絡ください。 

請求書，アンケートは再発行可能です。こちらは「京都市 環境政策局 地球温暖化対策室

（ＴＥＬ２２２－４５５５）」に直接ご連絡ください（窓口である，京安心すまいセンターでは

対応はできません）。 

 


